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取組状況
ア　実施済,イ
実施中,ウ　準
備中,エ　未実
施,
オ　その他
から選択して
ください。
(その他の場
合、その状況
を「実施状況」
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ください）

達成度（％）
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てください。数
値での判定が
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欄でかまいま
せん。

今後（令和４年度以降）の実施計画

例：重点施策１　高齢者への対策

地域ネットワーク友愛事業
見守りが必要な６５歳以上の単身高齢者や障害者の希望者に、
民生委員・児童委員とボランティアが協働して、安否の確認や
生活上の孤立を解消し、地域の絆を築きます。

33 福祉部 社会福祉協議会
新型コロナウイルスの影響で友愛訪問の訪問活動ができず、電
話での安否確認を実施した。また友愛通信においては、往復は
がきに変更し利用者とのやり取りを実施した。

100 %

見守りが必要な６５歳以上の単身高齢者や障害者の希望者に、
安否確認を行い、生活上の孤立を解消するとともに、地域の輪
を築くことを目的として、民生委員・児童委員や市民ボラン
ティアと協働して、友愛訪問、友愛電話、友愛通信、友愛交流
会を合同で実施する。（コロナ禍における新たな方法等の検討
を並行して進めていく）

友愛通信は、予定通り年間２回(暑中見舞い・寒中見舞い)の実
施ができている。友愛電話は、コロナ禍で必要とされている事
業だと共感するボランティアが増加し、月2回の架電も可能と
なり単身高齢者の孤独の解消に役立っている。また、中止と
なった交流会の代わりに「もしもし通信」を発行し、紙面での
交流を図り、利用者に喜んでいただいた。友愛訪問は、令和３
年度も引き続き、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、利
用者宅への訪問活動にかえ、電話による安否確認を行った。交
流会は今年度も実施できなかったが、友愛電話で発行していた
「もしもし通信」と同様に、「もしもし通信訪問編」を発行
し、利用者に喜んでいただいた。

利用者はもちろんのこと、ボランティアも高齢化が進んでいる
中、コロナウィルス感染防止のため、できるうる限りの対応を
行ったと判断している。

ア　実施済 100 %
令和4年度、訪問の再開については、感染状況を見ながら訪問
ボランティアと検討していきたい。通信と電話については、引
き続き実施していく。

高齢者等の見守り
民生委員・児童委員が単身高齢者や要援護高齢者宅に訪問し、
心配のある高齢者がいた場合は、適切な相談窓口につなぎま
す。

33 福祉部 長寿いきがい課
7月の民生委員協議会において、見守りも兼ねて単身高
齢者台帳登録者への熱中症予防グッズ配布を依頼しまし
た。

100 %
民生委員協議会等において、単身高齢者宅や要援護高齢
者宅の定期的な訪問と見守りを依頼します。

民生委員協議会等において、民生委員による単身高齢者
宅や要援護高齢者宅の定期的な訪問と見守りを依頼しま
した。

民生委員による単身高齢者への熱中症予防グッズの配布
や要援護高齢者の現況確認等を通じ、支援が必要な方を
適切な相談窓口につなぐことができました。

ア　実施済 100 %
民生委員協議会等において、民生委員による単身高齢者
宅や要援護高齢者宅の定期的な訪問と見守りを依頼しま
す。

あんしんコールの活用
あんしんコールを利用している高齢者等の通報状況などから、
問題の早期発見や適切な機関へのつなぎ等を図ります。

34 福祉部 長寿いきがい課
あんしんコールを利用している高齢者等の通報状況など
から、問題の早期発見や適切な機関へのつなぎ等を図り
ました。

100 %

ひとり暮らしの高齢者の方の緊急事態に迅速に対応し、
その他にも健康相談や見守り活動を行う機器装置（携帯
型ボタン・本体）を設置し安心な暮らしの手助けをしま
す。

あんしんコールを利用している高齢者等の通報状況など
から、問題の早期発見や適切な機関へのつなぎ等を図り
ました。

概ね順調に推移している。 ア　実施済 100 %

ひとり暮らしの高齢者の方の緊急事態に迅速に対応し、
その他にも健康相談や見守り活動を行う機器装置（携帯
型ボタン・本体）を設置し安心な暮らしの手助けをしま
す。

高齢者の権利擁護に関する相談
高齢者の権利擁護に関する相談を通じて、自殺リスクの高い方
の早期発見と対応に努めます。

34 福祉部 長寿いきがい課 市民後見人養成講座を開講しました。 100 %
重度の認知症等により判断力のかけ、申立を行う親族の
いない高齢者にかわり市長が申立を行い高齢者の権利を
保護します。

市長申立を３件を行いました。
親族申立の協力が得られない高齢者について、代わりに
市長申立を行うことができました。

ア　実施済 100 %
重度の認知症等により判断力のかけ、申立を行う親族の
いない高齢者にかわり市長が申立を行い高齢者の権利を
保護します。

地域の各種団体の自主活動支援
自治会、長寿クラブ、婦人会など地域の各種団体が行う、地域
の高齢者が安心して暮らしていくことができるための自主的な
活動を支援していきます。

34 福祉部 長寿いきがい課
各長寿クラブに補助金を交付し、その活動を支援しまし
た。
補助金交付クラブ数：１３６クラブ

100 %
各長寿クラブに補助金を交付し、その活動を支援するこ
とで、地域の高齢者の自主的な活動を支援していきま
す。

各長寿クラブに補助金を交付しました。
補助金交付クラブ数：１2６クラブ

長寿クラブに補助金を交付したことで、地域の高齢者の
自主的な活動を支援できました。

ア　実施済 100 %
各長寿クラブに補助金を交付し、その活動を支援するこ
とで、地域の高齢者の自主的な活動を支援していきま
す。

大里広域地域包括支援センター熊谷市連絡会議
大里広域地域包括支援センター熊谷市連絡会議で、自殺に関す
る熊谷市の状況や施策について情報提供を行います。

34 福祉部 長寿いきがい課
新型コロナウイルス感染症の影響により、6月、7月、8
月、10月、11月、12月、3月のみの開催となりました
が、情報交換を行いました。

100 %
月に１度、市内８か所の地域包括支援センターの職員が
一堂に会し、必要な情報交換を行います。

WEB会議にて８回情報交換会を行いました。 概ね順調に推移している。 ア　実施済 100 %
月に１度、WEB会議にて市内８か所の地域包括支援セン
ターと情報交換等を行います。

認知症サポーター養成講座
認知症サポーター養成講座を開催し、地域の認知症への理解を
深め、認知症の方やそのご家族を支える地域づくりを推進しま
す。

34 福祉部 長寿いきがい課
新型コロナウイルス感染症の影響により、開催数は減少
しましたが、令和２年度末で熊谷市内の認知症サポー
ターは２４,２０５人となっています。

100 %

認知症の方やそのご家族を温かく見守る「認知症サポー
ター」を養成する、認知症サポーター養成講座を開催
し、地域の認知症への理解を深め、認知症の方やそのご
家族を支える地域づくりを推進しています

新型コロナウイルス感染症の影響により、開催数は減少
しましたが、令和３年度末で熊谷市内の認知症サポー
ターは２５,０５８人となっています。

概ね順調。 ア　実施済 100 %

認知症の方やそのご家族を温かく見守る「認知症サポー
ター」を養成する、認知症サポーター養成講座を開催
し、地域の認知症への理解を深め、認知症の方やそのご
家族を支える地域づくりを推進しています

長寿健診・がん検診等の受診勧奨 長寿健診やがん検診等の受診勧奨を行います。 34 市民部
保険年金課・
熊谷保健センター

５月下旬に健診対象者あてに、事業実施のお知らせと受診券を
発送し、長寿健診やがん検診等の受診勧奨を行った。

100 %
６月１日からの長寿健診事業開始に間に合うよう、健診対象者
あてに長寿健診受診券等を発送し、受診勧奨を行う。

５月下旬に健診対象者あてに、事業実施のお知らせと受診券を
発送し、長寿健診やがん検診等の受診勧奨を行った。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響もあり、令和２年
度に引き続いて受診率は低迷している。令和４年度以降もコロ
ナ禍の影響により受診状況が左右されると考えられる。

ア　実施済 100 %
６月１日からの長寿健診事業開始に間に合うよう、健診対象者
あてに長寿健診受診券等を発送し、受診勧奨を行う。

各種健康教室
健康増進を図るため、各種健康教室を開催します。また、健康
面で心配のある高齢者からの相談に応じます。必要に応じて関
係課・関係機関等と連携を図りながら支援を行います。

35 市民部 熊谷保健センター ● 各種健康教室を通して必要に応じて、個別支援を行った。 NO.45と同じ 各種健康教室を通して必要に応じて、個別支援を行う。 各種健康教室を通して必要に応じて、個別支援を行った。
健康教室等にて対応したケースは無かったが、今後も必要に応
じて対応をしていく。

ア　実施済 - 各種健康教室を通して必要に応じて、個別支援を行う。

こころの健康相談
こころの健康相談で、認知機能低下、ひきこもり等が心配な高
齢者の相談に応じ、助言・指導を行います。必要に応じて関係
課・関係機関等と連携を図りながら支援を行います。

35 市民部 熊谷保健センター ●
臨床心理士によるこころの健康・ひきこもり相談を開催した。
実施回数：２２回、利用者数：３６人

NO.46と同じ 臨床心理士によるこころの健康・ひきこもり相談を実施
臨床心理士によるこころの健康・ひきこもり相談を開催した。
実施回数：26回、利用者数：41人

相談利用者数や継続相談が増えており、心理士相談後は保健師
が支援を続けている。
相談に対応する保健師の相談技術対応の向上も必要

ア　実施済 100%
実施回数を年３０回に増やす。
処遇困難ケースのケース検討を実施する。

介護予防体操「ニャオざね元気体操」の普及
介護予防体操「ニャオざね元気体操」の普及を推進し、高齢者
の健康づくりや社会参加・地域づくりを推進します。

35 福祉部 長寿いきがい課

新型コロナウイルス感染症の影響により、すべての会場
が活動を自粛しましたが、コロナ禍において活動を再開
する地区に対し、感染予防等の説明会を実施しました。
コロナ禍ではありましたが、新規会場がひとつ増えまし
た。

100 %

平成28年度に事業を開始し、令和2年度末までに市内各
地に42箇所の会場が活動を行っています。市内のどこで
元気体操が実施されているかをマップ化し、市のホーム
ページで公開中です。今後は元気体操の会場のない地域
での立ち上げ支援について勧めていきます。

新型コロナウイルス感染症の影響により、多くの会場が
活動を自粛しましたが、コロナ禍において活動を再開す
る地区に対し、感染予防等の説明会を実施しました。
コロナ禍ではありましたが、新規会場が２会場増えまし
た。

概ね順調。 ア　実施済 100 %

令和3年度末までに市内各地に44箇所の会場が活動を
行っています。市内の元気体操を実施している場所を
マップ化し、市のホームページで公開中です。今後は元
気体操の会場のない地域での立ち上げ支援について勧め
ていきます。

シルバー人材センター推進事業
働く意欲のある高齢者の就労を通じ、その豊かな経験や能力を
活かした生きがいづくりや社会参加に寄与するシルバー人材セ
ンターを支援します。

35 産業振興部 商工業振興課
シルバー人材センターへ事業費を補助した。また、シルバー人
材センターへの入会説明会開催記事を市報へ掲載した。

100 %
シルバー人材センターへ事業費を補助した。また、シルバー人
材センターへの入会説明会開催記事を市報へ掲載する。

シルバー人材センターへ事業費を補助した。また、シルバー人
材センターへの入会説明会開催記事を市報へ掲載した。

市報を通して市民へ周知できた。 ア　実施済 100 %
シルバー人材センターへ事業費を補助する。また、シルバー人
材センターへの入会説明会開催記事を市報へ掲載する。

例：重点施策２　生活困窮者への対策

生活困窮者自立相談支援事業
自立相談支援員が、生活の困りごとや不安を抱えている市民の
相談窓口となり、必要に応じて、具体的なプランを作成し、関
係機関と連携を図りながら支援を行います。

36 福祉部 生活福祉課
自立相談員が、生活の困りごとや不安を抱えている市民の相談
窓口となり、必要に応じて、具体的なプランを作成し、関係機
関と連携を図りながら支援を行った。

100 %
自立相談支援員が、生活の困りごとや不安を抱えている市民の
相談窓口となり、必要に応じて、具体的なプランを作成し、関
係機関と連携を図りながら支援を行います。

自立相談員が、生活の困りごとや不安を抱えている市民の相談
窓口となり、必要に応じて、具体的なプランを作成し、関係機
関と連携を図りながら支援を行った。

コロナ禍において、相談件数が増加している中、相談者ごとの
不安に寄り添い支援することができた。

ア　実施済 100 %
自立相談支援員が、生活の困りごとや不安を抱えている市民の
相談窓口となり、必要に応じて、具体的なプランを作成し、関
係機関と連携を図りながら支援を行います。

住居確保給付金
離職などにより住居を失った方又は失うおそれの高い方を対象
に、原則３か月間、家賃相当額を支給するとともに、就労支援
等を行い、住居と就労機会の確保を支援します。

36 福祉部 生活福祉課
離職などにより住居を失った方又は失うおそれの高い方を対象
に、原則３か月間、家賃相当額を支給するとともに、就労支援
を行い、住居と就労機会の確保を支援した。

100 %
離職などにより住居を失った方又は失うおそれの高い方を対象
に、原則３か月間、家賃相当額を支給するとともに、就労支援
等を行い、住居と就労機会の確保を支援します。

離職などにより住居を失った方又は失うおそれの高い方を対象
に、原則３か月間、家賃相当額を支給するとともに、就労支援
を行い、住居と就労機会の確保を支援した。

新型コロナウィルスの影響によって対象者が増加する中、ホー
ムページ等でPRし、適切に制度の周知を行った。

ア　実施済 100 %
離職などにより住居を失った方又は失うおそれの高い方を対象
に、原則３か月間、家賃相当額を支給するとともに、就労支援
等を行い、住居と就労機会の確保の支援を行います。

生活保護支給事務
生活保護の扶助受給等の機会を通じて当事者や家庭の問題状況
を把握し、必要に応じて適切な支援先につなぎます。

36 福祉部 生活福祉課

生活保護の扶助支給および訪問調査時において、当事者や家庭
の問題状況を把握し、適切な支援先へつないだ。また、扶養義
務者との関係状況を把握し、適切な支援を受けられるよう助言
した。

100 %
生活保護の扶助受給等の機会を通じて当事者や家庭の問題状況
を把握し、必要に応じて適切な支援先につなぎます。

生活保護の扶助支給および訪問調査時において、当事者や家庭
の問題状況を把握し、適切な支援先へつないだ。また、扶養義
務者との関係状況を把握し、適切な支援を受けられるよう助言
した。

各担当ケースワーカーが特に精神不安定なケースに対しては丁
寧な聞き取り、対応を実施した。

ア　実施済 100 %
生活保護の扶助受給等の機会を通じて当事者や家庭の問題状況
を把握し、必要に応じて適切な支援先につなぎます。

生活困窮者自立相談支援事業とこころの相談の連携
生活困窮者自立支援相談を利用する方に、生きるための支援に
関する関係機関を周知するとともに、こころの相談事業と連携
を図ります。

36
福祉部・
市民部

生活福祉課・
熊谷保健センター

生活困窮者自立支援相談を利用する方に、生きるための支援に
関する関係機関を周知するとともに、こころの相談事業と連携
を図った。
こころの健康・ひきこもり相談事業で生活困窮者を把握した際
は、生活困窮者自立支援相談につなげ、支援した。

100 %
生活困窮者自立支援相談を利用する方に、生きるための支援に
関する関係機関を周知するとともに、こころの相談事業と連携
を図ります。

生活困窮者自立支援相談を利用する方に、生きるための支援に
関する関係機関を周知するとともに、こころの相談事業と連携
を図った。
こころの健康・ひきこもり相談事業で生活困窮者を把握した際
は、生活困窮者自立支援相談につなげ、支援した。

関係機関と連携を密にし、相談者に対し適切な支援を行うこと
ができた。

ア　実施済 100 %
生活困窮者自立支援相談を利用する方に、生きるための支援に
関する関係機関を周知するとともに、こころの相談事業との連
携を図ります。

ハローワークとの連携
生活保護受給者や生活困窮者の相談を受ける中で、ハローワー
クと連携して就労支援します。

37 福祉部
生活福祉課・
ハローワーク熊谷

生活保護受給者や生活困窮者の相談を受ける中で、ハローワー
クと連携して就労支援を行った。

100 %
生活保護受給者や生活困窮者の相談を受ける中で、ハローワー
クと連携して就労支援します。

生活保護受給者や生活困窮者の相談を受ける中で、ハローワー
クと連携して就労支援を行った。

ハローワークと連携し、相談者の希望する職探しの後押しをし
た。

ア　実施済 100 %
生活保護受給者や生活困窮者の相談を受ける中で、ハローワー
クと連携して就労支援を行います。

社会福祉協議会との連携
既存の制度では対応しきれない制度のはざまの問題や、生活困
窮等の新たな福祉課題に対応するため、社会福祉協議会と連携
し、必要な相談支援や経済的な支援を行ないます。

37 福祉部
生活福祉課・
社会福祉協議会

生活困窮者等からの相談に対し、社会福祉協議会と情報交換を
して、生活福祉貸付制度の活用など生活困窮者等への経済的自
立に向けた取組を行った。

100 %
既存の制度では対応しきれない制度のはざまの問題や、生活困
窮等の新たな福祉課題に対応するため、社会福祉協議会と連携
し、必要な相談支援や経済的な支援を行ないます。

生活困窮者等からの相談に対し、社会福祉協議会と情報交換を
して、生活福祉貸付制度の活用など生活困窮者等への経済的自
立に向けた取組を行った。

相談者個々の状況に合わせ、適切な支援制度を案内すること
で、自立を促すことができた。

ア　実施済 100 %
既存の制度では対応しきれない制度のはざまの問題や、生活困
窮等の新たな福祉課題に対応するため、社会福祉協議会と連携
し、必要な相談支援や経済的な支援を行います。

例：重点施策３　小規模事業所の労働者及び経
営者への対策

市報を活用した啓発
過重労働や長時間労働に関する諸問題の対応を行う機関を市報
に掲載します。

38 産業振興部 商工業振興課 労働に関する諸問題の対応を行う機関を市報へ掲載した。 100 % 労働に関する諸問題の対応を行う機関を市報へ掲載する。 労働に関する諸問題の対応を行う機関を市報へ掲載した。 市報を通して市民へ周知できた。 ア　実施済 100 % 労働に関する諸問題の対応を行う機関を市報へ掲載する。

公益通報受付・相談窓口の設置
労働者が安心して公益通報したり、相談できる窓口を設置しま
す。

38 産業振興部 商工業振興課 労働者が公益通報をしたり相談できる窓口を設置した。 100 % 労働者が公益通報をしたり相談できる窓口を設置する。 労働者が公益通報をしたり相談できる窓口を設置した。
消費者庁の自治体向けガイドラインを基に内規等の作成を検討
した。

ア　実施済 100 % 労働者が公益通報をしたり相談できる窓口を設置する。

中小企業融資あっせん事業
融資の相談を受ける中で、経営者や従業員の健康等の情報を
キャッチし、適切な支援先につなぎます。

38 産業振興部 商工業振興課
融資の相談を受ける中で、経営者や従業員の健康等の情報を
キャッチし、適切な支援先につなげられる体制を整えた。

100 %
融資の相談を受ける中で、経営者や従業員の健康等の情報を
キャッチし、適切な支援先につなげられる体制を整える。

融資の相談を受ける中で、経営者や従業員の健康等の情報を
キャッチし、適切な支援先につなげられる体制を整えた。

具体的な事案はなかったが、取組を継続する必要がある。 ア　実施済 100 %
融資の相談を受ける中で、経営者や従業員の健康等の情報を
キャッチし、適切な支援先につなげられる体制を整える。

商工会議所、商工会との連携
経営上の様々な課題に関して、各種専門家に相談できる機会を
提供することで、経営者の問題状況を把握し、その他の問題も
含めて支援につなぎます。

38 産業振興部
商工業振興課・
商工会議所・商工会

経営上の様々な課題に関して、各種専門家に相談できる機会を
提供することで、経営者の問題状況を把握し、その他の問題も
含めて支援につなげられる体制を整えた。

100 %
経営上の様々な課題に関して、各種専門家に相談できる機会を
提供することで、経営者の問題状況を把握し、その他の問題も
含めて支援につなげられる体制を整える。

経営上の様々な課題に関して、各種専門家に相談できる機会を
提供することで、経営者の問題状況を把握し、その他の問題も
含めて支援につなげられる体制を整えた。

引き続き、取組を継続する必要がある。 ア　実施済 100 %
経営上の様々な課題に関して、各種専門家に相談できる機会を
提供することで、経営者の問題状況を把握し、その他の問題も
含めて支援につなげられる体制を整える。

大里地域勤労者福祉サービスセンターとの連携
大里地域勤労者福祉サービスセンターと連携し、中小企業の従
業員に生きるための支援の情報を提供します。

38 産業振興部
商工業振興課・
大里地域勤労者福祉
サービスセンター

大里地域勤労者福祉サービスセンターと連携し、中小企業の従
業員に生きるための支援の情報を提供できる体制を整えた。

100 %
大里地域勤労者福祉サービスセンターと連携し、中小企業の従
業員に生きるための支援の情報を提供できる体制を整える。

大里地域勤労者福祉サービスセンターと連携し、中小企業の従
業員に生きるための支援の情報を提供できる体制を整えた。

広報誌、ホームページ及び業務推進員の訪問により、会員に情
報提供している。

ア　実施済 100 %
大里地域勤労者福祉サービスセンターと連携し、中小企業の従
業員に生きるための支援の情報を提供できる体制を整える。

小規模事業所の健康管理支援

熊谷地域産業保健センターでは、５０人未満の小規模事業所か
らの健康管理に関する相談や指導等の依頼に応じており、その
一環として、メンタルヘルスに関する相談や指導等の依頼にも
応じます。

38 市民部
熊谷地域産業保健
センター
（熊谷市医師会）

小規模事業所からの健康管理に関する相談に応じました。 100 %

熊谷地域産業保健センターでは、５０人未満の小規模事業所か
らの健康管理に関する相談や指導等の依頼に応じており、その
一環として、メンタルヘルスに関する相談や指導等の依頼にも
応じます。

小規模事業所からの健康管理に関する相談に応じました。
引き続き関係機関と連携を図り、小規模事業所の労働者及び経
営者の精神的負担の軽減に努めたい。

ア　実施済 100 %

熊谷地域産業保健センターでは、５０人未満の小規模事業所か
らの健康管理に関する相談や指導等の依頼に応じており、その
一環として、メンタルヘルスに関する相談や指導等の依頼にも
応じます。


